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法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
(平成25年１月１日から平成25年12月31日まで)

株式会社倉元製作所

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、

当社ウェブサイト（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載することにより株主のみなさまに

提供しております。

表紙
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　２社

・連結子会社の名称　　　　　　　　株式会社ＦＩＬＷＥＬ

株式会社倉元マシナリー

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

　・時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

　・時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．たな卸資産

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）は定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～41年

機械装置及び運搬具　 4年～14年

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

－ 1 －

連結注記表
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．退職給付引当金　　　　　　　当社及び連結子会社の従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　当社及び連結子会社の役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

３．会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）

　当社グループは、法人税の改正に伴い、当連結会計年度より、平成25年１月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

－ 2 －
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 1,955,332千円

機械装置及び運搬具 365,364千円

土地 3,430,250千円

投資有価証券 228,795千円

計 5,979,742千円

　この他に連結上相殺されている関係会社株式を担保に供しております。

　上記の物件に対応する債務

短期借入金 4,380,601千円

１年内返済予定の長期借入金 291,508千円

長期借入金 1,594,640千円

計 6,266,749千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 25,214,124千円

(3) 受取手形割引高 130,000千円

(4) 連結会計年度末日満期手形の処理について

　連結会計年度末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したが

って、当連結会計年度末日は金融機関が休業日のため、次のとおり連結会計年度末日満期手

形が当連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 27,213千円

支払手形 93,880千円

－ 3 －

連結注記表
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 16,143,170株 －株 －株 16,143,170株

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について

は銀行借入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するた

めに利用し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループ各社の与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管

理を行うとともに、主な取引先の信用状況を決算期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有するものであり、定期的に時価を把握しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備

投資に係る資金調達であります。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各

社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

－ 4 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成25年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
(※1)

時価
(※1)

差額

① 現金及び預金 1,193,564 1,193,564 －

② 受取手形及び売掛金 2,157,107 2,157,107 －

③ 投資有価証券

 その他有価証券 238,778 238,778 －

④ 支払手形及び買掛金 (535,555) (535,555) －

⑤ 短期借入金 (4,432,318) (4,432,318) －

⑥ 未払金 (576,360) (576,360) －

⑦ 長期借入金(※2) (2,070,335) (2,070,335) －

　(※1) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

　(※2) 長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 現金及び預金、並びに② 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

③ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

④ 支払手形及び買掛金、⑤ 短期借入金、並びに⑥ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

⑦ 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた金額とほぼ等しいと想定されることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(注2) 投資事業有限責任組合出資金（連結貸借対照表計上額20,642千円）及び非上場株式(連結

貸借対照表計上額1,712千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③ 投資有価証券　その

他有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 220円96銭

(2) １株当たり当期純利益 15円77銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．その他の注記

　連結納税制度を適用しております。

－ 5 －
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式　　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品、原材料、貯蔵品　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品(上記を除く)　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）

(3)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　　　　　　　　　 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　 　18～31年

機械及び装置　　4～14年

② 無形固定資産　　　　　　　　　 定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

－ 6 －
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(4)引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 退職給付引当金　　　　　　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

③ 役員退職慰労引当金　　　　　　 役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

(5)外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(6)その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

３．会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税の改正に伴い、当事業年度より、平成25年１月１日以後に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

－ 7 －

個別注記表
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 1,648,673千円

構築物 26,222千円

機械及び装置 365,364千円

土地 2,978,796千円

投資有価証券 228,795千円

計 5,247,851千円

また、上記の他に関係会社の土地、建物を担保に供しております。

上記の物件に対応する債務

短期借入金 4,380,601千円

１年内返済予定の長期借入金 158,376千円

長期借入金 1,296,145千円

計 5,835,122千円

なお、関係会社の借入金に対して、当社の保有する関係会社株式を担保に提供しておりま

す。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 23,851,248千円

(3) 保証債務

関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

株式会社倉元マシナリー 60,338千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

① 短期金銭債権 26,515千円

② 長期金銭債権 433,839千円

③ 短期金銭債務 48,868千円

④ 長期金銭債務 150,000千円

(5) 受取手形割引高 20,000千円

(6) 電子記録債権割引高 110,000千円

(7) 期末日満期手形の処理について

　期末日満期手形の処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、当事

業年度末日は金融機関が休業日のため、次のとおり期末日満期手形が当期末残高に含まれて

おります。

受取手形 8,146千円

支払手形 51,046千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 営業費用 76,250千円

② 営業取引以外の取引高 4,624千円

③ 固定資産の購入高 11,148千円

－ 8 －
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 880株 －株 －株 880株

７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 528,952千円

未払事業税 6,022千円

未払退職慰労金 69,545千円

減価償却の償却超過額 279,801千円

減損損失 545,784千円

退職給付引当金 38,815千円

役員退職慰労引当金 20,139千円

貸倒引当金 50,126千円

投資有価証券評価損 9,049千円

関係会社株式評価損 76,813千円

税務上の繰越欠損金 2,438,015千円

その他 4,524千円

繰延税金資産小計 4,067,589千円

評価性引当額 △3,871,589千円

繰延税金資産合計 196,000千円

繰延税金負債

有価証券評価差額 50,897千円

繰延税金負債合計 50,897千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

－ 9 －
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９．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種類
会社等の
名称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

㈱ＦＩＬ
ＷＥＬ

山口県
防府市

50,000
精密研磨布
等の製造販
売

所有
直接

100.0
兼任４名

精密研磨布
等の購入
資金の借入
(注)２．
担保被提供

精密研磨布
等の購入
(注)４.

63,329 未払金 40,300

資金の借入 150,000 長期借入金 150,000

当社の借入
金に対する
土地・建物
の担保被提
供

1,163,000 ― ―

連結納税によ
る個別帰属額

25,604 未収入金 25,604

㈱倉元マ
シナリー

宮城県
名取市

22,000
産業用機械
の製造販売

所有
直接
73.5

兼任４名

製造設備の
購入
資金の援助
(注)３．
担保被提供

修繕部材等
の購入
(注)４.

6,920

未払金 8,564
製造設備の
購入
(注)４.

11,148

― －
投資その
他の資産
(その他)

433,839

債務保証 
(注)５.

60,338 － －

当社の借入
金に対する
土地・建物の
担保被提供

200,000 － －

(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は差し入れておりま

せん。

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま

せん。

４．取引条件の決定方針は、一般の取引先と同様に両者間の交渉により決定しており、支払条件も一般の取引先と同

様であります。

５．債務保証は、㈱倉元マシナリーの銀行借入に対するものであります。債務保証について保証料の受取はありませ

ん。

６．子会社に対する債権のうち貸倒懸念債権等に対して合計129,218千円の貸倒引当金を計上しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 115円31銭

(2) １株当たり当期純利益 9円11銭

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

12．その他の注記

　連結納税制度を適用しております。

－ 10 －

個別注記表




